
         規制改革の今後の推進体制について 
 
                  平成 18年 12月 27日 
                               内 閣 府 
                                     

１． 活力に満ちたオープンな経済社会の構築等の重要課 
題の解決に向け、規制改革の深化・積極的な推進を図 
るため、平成 19年 1月中を目途に、総理の諮問機関 
として、規制改革に関する新たな会議を内閣府に設置 
する。 

   同会議の委員任命予定者は、別紙のとおり。(今後、 
会議設置に係る政令等の整備を行った上で、任命を行 
う予定。)  

 
 
２． 規制改革の一層の推進のため内閣に設置されている 
規制改革・民間開放推進本部については、名称等所要 
の見直しを行った上で存置する。  
 
 

３． 規制改革・民間開放推進会議の第３次答申(平成 18 
  年 12月 25日)及び規制改革に関する新たな会議の審 
   議の成果等を踏まえて、平成１９年６月頃を目途に、 
   規制改革に関する新３か年計画を策定する。 
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